
郡山市多子世帯保育料軽減補助金交付要綱 

平成19年９月５日制定 

 [ こども部保育課 ]  

（趣旨） 

第１条 この要綱は、多子世帯における経済的負担の軽減を図るため、認可外保育施設へ入所す

る児童の保護者に対する郡山市多子世帯保育料軽減補助金（以下「補助金」という。）の交付

に関して、郡山市補助金等の交付に関する規則（昭和48年郡山市規則第18号。以下「規則」と

いう 。） に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 認可外保育施設 児童福祉法（昭和22年法律第 164 号。以下「法」という。）第59条の２

第１項に規定する施設であって、同項の規定による届出をした施設のうち、次のいずれにも

該当するものをいう。 

ア 利用者、利用期間を限定しないで広く募集を行っている施設（事業主がその雇用する労

働者の監護する乳幼児を保育するために自ら設置する施設等は除く。ただし、子ども・子

育て支援法（平成24年法律第65号）第59条の２第１項に規定する施設（以下「企業主導型

保育施設」という。）は含む。） 

イ 「認可外保育施設指導監督の指針」（平成13年３月29日付け雇児発第 177 号厚生労働省

雇用均等・児童家庭局長通知の別紙）に定める認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の

証明書（市又は県が発した有効なものに限る。）の交付を受けている施設 

(2) 保護者 児童の父又は母、若しくは当該児童の生計を維持している者をいう。 

(3) 第２子 保護者が現に養育している18歳に満たない子どものうち最年長である者から順に

２人目をいう。 

(4) 第３子以降 保護者が現に養育している18歳に満たない子どものうち最年長である者から

順に３人目以降の子をいう。 

 （補助金交付の対象者） 

第３条 補助金は、次に掲げる条件の全てを満たす児童（以下「対象児童」という 。） の保護者

に対し、交付する。 

(1) 前条第１号に定める認可外保育施設に月単位で保育料を納める契約で入所し、郡山市に住

所を有する児童（ただし、企業主導型保育施設に入所する児童にあっては、その地域枠を利

用する児童に限る 。）  

(2) 次に掲げるいずれかの日において 、第２子または第３子以降で 、 ３歳未満の児童 

  ア 当該年度の４月１日 

  イ 認可外保育施設に対象児童が入所した月の初日 

 (3) 子ども・子育て支援法第30条の11第１項の規定に基づく施設等利用費の給付の対象となっ

ていない児童 

（補助対象額及び補助額） 

第４条 補助金の交付対象となる補助対象額は、認可保育所における保育に準じる基本的な保育

サービスの利用に要する費用として対象児童の保護者が認可外保育施設に対して支払った費用

とする。 



２ 補助金の額は、次の各号に掲げる児童の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

(1) 第２子 月ごとに月額の保育料（10円未満の端数切捨て）の４分の１の額又は 5,000 円の

いずれか少ない額とし、当該額の年度内合計額とする。 

(2) 第３子以降 月ごとに月額の保育料（10円未満の端数切捨て）の２分の１の額又は10,000

円のいずれか少ない額とし、当該額の年度内合計額とする。 

３ 前項各号の算定において、月の途中において入所又は退所があったとき等の月額の保育料は、

当該月分として支払った実額とする。 

４ 第３条の条件を満たさなくなった場合及び第４条第２項の児童の区分が変更になる場合は、

異動が発生した日の属する月の翌月（月初日に変更があった場合はその月）から適用を変更す

る。 

（補助金の交付の申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする保護者（以下「補助申請者」という。）は、郡山市多子

世帯保育料軽減補助金交付申請書（第１号様式）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出する

ものとする。ただし、当該書類により証明すべき事実を、市長が公簿等により確認することが

できる場合は、その提出を省略することができる。 

(1) 郡山市多子世帯保育料軽減補助金交付申請書（第１号様式）の提出後にその記載内容に変

更が生じた場合は、異動報告書（第２号様式） 

 (2) 前号のほか、市長が必要と認めて指示する書類 

２ 前項に規定する申請は、補助事業の性質により事業の着手前に申請することができないため、

規則第20条の３の規定に基づき、補助金の交付を受けようとする年度（以下「申請年度」とい

う 。） の３月31日までに行うものとする。 

 （在園の期間及び保育料の納付の実績） 

第６条 市長は、補助申請者に、対象児童の入所の期間及び保育料の納付の実績の報告を求める

ことができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、交付申請者が対象児童の入所の期間及び保育料の納付の実績を対

象児童の入所する施設の長が市長に報告することに同意する場合は、交付申請者に代わって当

該施設の長が報告できるものとする。 

（補助金の交付の決定） 

第７条 市長は、第５条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、当該申請が適当

と認めるときは、補助金の交付を決定し、規則第７条の規定による補助金等交付決定通知書に

より補助申請者に通知するものとする。 

（交付の条件） 

第８条 規則第６条第１項第４号に規定するその他必要と認める条件は、前条の規定により補助

金の交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」という 。） は、入所や保育料の支払いに係る

書類を、補助事業の完了した日の属する年度の翌年度から起算して５年間保存することとする。 

（補助金の交付の変更申請） 

第９条 交付決定者は、対象児童が認可外保育施設を年度の途中で退所した等で保育料に変更が

生じたときは、補助事業等内容変更等承認申請書（第３号様式）に、市長が必要と認めて指示

する書類を添えて、速やかに市長に提出するものとする。 

（補助金の交付の変更決定） 



第10条 市長は、前条の規定による変更の申請があったときは、その内容を審査し、当該申請が

適当と認めるときは、速やかに補助金の交付を決定し、規則第９条の規定による補助事業等内

容変更等承認通知書により、交付決定者に通知するものとする。 

（実績報告） 

第11条 交付決定者は、対象児童の申請年度の認可外保育施設への入所が完了したときは、郡山

市多子世帯保育料軽減補助金実績報告書（第４号様式）に入所施設の証明を受け、申請年度の

３月31日までに市長に提出するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、交付決定者が当該児童の入所する施設の長が交付決定者に代わっ

て実績報告を市長に提出することに同意する場合は、当該施設の長が補助事業等実績報告書

（第５号様式）に入所の期間及び保育料の納付の実績を証した書類を添えて、市長に提出でき

るものとする。 

（補助金の額の確定） 

第12条 市長は前条の規定による実績の報告を受けたときは、これを審査し、事業の実施結果が

補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めるときは、交付すべき補助

金の額を確定し、速やかに規則第15条に規定する補助金等交付額確定通知書により交付決定者

に通知するものとする。ただし、確定額が交付決定額と同額であるときは、当該通知を省略す

るものとする。 

 （委任） 

第13条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

 この要綱は、平成19年９月５日から施行し、平成19年度以後の補助金について適用する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成20年９月18日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の郡山市多子世帯保育料軽減補助金交付要綱の規定は、平成20年度以後の年度分の郡

山市多子世帯保育料軽減補助金について適用し、平成19年度分までの郡山市多子世帯保育料軽

減補助金については、なお従前の例による。 

   附 則 

この要綱は、平成21年３月11日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成23年４月19日から施行し、改正後の第３条の規定は平成23年度以後の補助金

について適用する。 

  附 則 

この要綱は、平成25年11月１日から施行する。 

  附 則 

 この要綱は、平成28年 1 月26日から施行する。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成28年６月17日から施行し、平成28年４月１日から適用する。 



（経過措置） 

２ 改正後の郡山市多子世帯保育料軽減補助金交付要綱の規定は、平成28年度以後の年度分の郡

山市多子世帯保育料軽減補助金について適用し、平成27年度分までの郡山市多子世帯保育料軽

減補助金については、なお従前の例による。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成29年６月22日から施行し、平成29年４月１日から適用する。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成30年５月30日から施行し、平成30年４月１日から適用する。 

 附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和元年６月５日から施行し、改正後の郡山市多子世帯保育料軽減補助金交付

要綱（以下「改正要綱」という 。） の規定は、平成31年４月１日から適用する。 

 （経過措置） 

２ 改正要綱による令和元年度の補助金の交付にあっては、改正要綱第３条の規定にかかわらず、

子ども・子育て支援法第30条の11第１項の規定に基づく施設等利用費の給付の対象とならない

期間分については、当該期間分に限り、補助金の交付の対象とする。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和２年６月５日から施行し、令和２年４月１日から適用する。 

 


